
令和６年度　健全化判断比率及び公営企業資金不足比率の状況

1　財政健全化判断比率 (法第３条関係) （単位：％）

項　　目 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

令和６年度 －（-9.39） －（-24.19） 5.4 30.2

令和５年度 －（-9.61） －（-29.76） 4.9 26.5

早期健全化基準 11.27 16.27 25.0 350.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

健全化判断 ○ ○ ○ ○

※　各比率が早期健全化基準の基準値以内のときは「○」、基準値を超えるときは「×」で示す。

※　比率の「－」表示は、黒字を示しており、（　）内の数字は実数値。

２　公営企業の資金不足比率（法第２２条関係） （単位：％）

会計の名称 水道事業会計 病院事業会計 公共下水道事業会計 新田西部土地区画整理事業特別会計 新田駅西口土地区画整理事業特別会計

令和６年度 －（－104.0） －（-8.3） －（-65.6） －（　0　） －（　0　）

令和５年度 －（－129.4） －（-21.9） －（-52.1） －（　0　） －（　0　）

経営健全化基準 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0

判　断 ○ ○ ○ ○ ○

・各会計の資金不足比率は、「資金不足比率に関する算定様式」中、「(8)資金不足額・剰余額／(12)事業の規模×－100」

　により算出する。

・各資金不足比率の「－」表示は黒字であることを示し、( )内の数字は実数値。

・各資金不足比率が経営健全化基準の基準値以内のときは「○」、基準値を超えるときは「×」で示す。


